会　議　結　果
次の会議を下記のとおり開催した。
	会議の名称
	令和元年度第3回　益田市商工業振興会議

	開催日時
	令和2年2月12日（水）13：30～14：45

	開催場所
	益田商工会議所

	出席者
	○出席者
[委員]

久保田典男委員（座長）、三浦恭嗣委員、岡﨑純二委員、岩本誠委員、
小田充男委員、安田征司委員、稲岡大二委員
[事務局]
産業支援センター　　岡﨑所長、松本所長補佐、増山主事
益田商工会議所　　　名田部長、佐々木主事
美濃商工会　　　　　堀越経営指導員

	議題
	「人材確保・育成」に関する具体的な施策について

	公開・非公開の別
	公開

	傍聴人の数
	0名

	問合せ先
	産業経済部産業支援センター　　電話0856-31-0341

	１．開会

	２．委員の変更について

	退任：株式会社タナカ　田中博幸委員
新規委嘱：株式会社タイピック　岡﨑純二委員

	３．議題

	（１）情報提供

	・新成人アンケート結果
・人材確保・育成対策に関する事務局提案

・地域資源を活用した販路開拓・事業展開に関する事務局提案

	（２）意見交換

	座長
	　中小企業、小規模事業者への支援施策アイディアを出す場として商工業振興会議が開かれている。今年度のこれまでの議論をまとめると「人材確保・育成対策」と「地域資源を活用した販路開拓・事業支援」の2つのテーマで進んできた。今回はこのどちらかにテーマを絞って議論を進めようと思っている。具体的な方向性については事務局から報告していただく。
　今回の意見交換では特に資料にある対策の部分についてアイディアや意見出しをお願いしたいと思う。

	事務局
	　資料の説明から行う。まず成人式で、スマートフォンを活用して、新成人を対象としたアンケートを行ったので結果を報告する。「益田に魅力的な大人が多い」という項目で昨年と比較し、19％アップしていた。これはカタリ場を受けている世代と、受けていない世代の差が出たのではないかと推測されている。
　次に、これまでの会議で出た意見をまとめ、事務局が人材確保と地域資源の2テーマで分類・整理を行い、そこから原因と要因を分析して対策を検討した。様々なアイディアを持参したので、それを材料に議論してもらいたい。
　これまで2つのテーマを同時並行で議論を行ってきたが、今回からは人材確保・育成に集中して進めてもらいたいと思う。

	座長
	　事務局が作成した資料を基に議論を進めていきたいと思う。効果的だと思う施策やそのほかの施策提案について発言していただきたい。
　また、議論の進め方で、事務局が人材にテーマを絞った理由を教えてほしい。

	事務局
	　１回目、２回目の振興会議でも人材に関する発言が多かった。人材に関するものは今でも喫緊の課題であり、昨年は人材の確保についてのみ考えてきた。市内事業者の状況を考えると、育成や定着という部分にも踏み込んで考える必要があると考えた。

	座長
	　昨年度を振り返ると、成果は人材確保対策として就職活動・採用活動関連への補助を充実させる補助金を作ることができた。一方で、「定着」の部分ではまだ不十分なところがある。
　今、別件で島根県の雇用対策審議会に関わっているが、そこでも「人材の定着」に対する施策や「職場内環境」に関する意見が多く出ている。実際に採用した後のことも非常に重要なテーマと考える。益田市内の企業に貢献できるような対策が取れればよいのではないか。各委員の意見を聞いていきたい。

	稲岡委員
	　益田市において人材確保の対象者は高校生が中心となっていて、大学生中心の対策と高校生に対する対策は異なると考える。もちろん、いったん県外に出た大学生のUターンも考えないといけないが。また、キャリア教育の結果が目に見える形で出てきたので期待もしている。
　既存の人材確保対策は全国的に行われているが「なかなか成果が上がらない」とどこの市町村も企業も感じていると思う。益田市独自かつ益田市に適した対策を行わないといけないが、なかなか具体的な施策を考えることは難しい。学校や親に対してのアプローチも必要と考える。
　定着に対しては本人の資質もあるが、経営者とのコミュニケーションがうまく取れていないのではないかと思う。そこを対策することによって効果が出るのではないか。人材不足は確保と定着の二本柱が機能することによって改善されると思う。

	安田委員
	　企業のサポートをしている中で、定着に関する課題は多く聞く。新入社員がキャリアパスを描けないということが問題となっている事例が多い。他市では学校・先生を含めた企業視察によって成果が出始めている事例がある。即効性があるものではないが地道な積み重ねが大切だと思う。

	座長
	　社員がキャリアパスを描きやすいような環境づくりは必要だと思う。そういうことをマネジメントできる中堅社員以上の研修や意識改革が必要かもしれない。

	三浦委員
	　最近では情報発信のためにプロモーションビデオを必要としている会社が多い。パンフレットだけでは発信力に欠ける。HPもクオリティの差が一目瞭然なのでかなり力を入れないといけない。
　定着に関しては職場環境が大切と感じている経営者が多い。中間管理職の育成や、適切な人員配置、福利厚生、仕事の意義を伝えることなど重要と思いつつも実践ができていなかったりする。
　また、確保対策として進学した学生の追跡が必要なのではないか。定期的に情報発信をしたり、就活時期に情報発信したりすることはできないだろうか。個人情報の関係もあるが、実現すると良いと思う。

	座長
	　卒業後に大学進学した学生の追跡、情報発信については定住財団のしまね学生登録をうまく活用すれば良いのではないか。学生登録では進学先や就職先をかなり高い比率で捕捉できている。

	小田委員
	　人材や就職の話になると必ず教員の意識についての議論が出てくる。教員も学生の就職先への意識を持っており、３～４年前から夏に教員で職場を見学するような取り組みを行っている。非常に意識が広がるというか、具体的な見通しを持てるといったような前向きな感想を聞く。ただ、現実的には職場的に余裕のある教員は少なく、目の前のことで手一杯になっている現状がある。
　学校現場では社会の変化に影響を受けやすく、教育指導も次々と変化している。これまで子供たちは受け身で授業を受けていたが、これからは考える力や自己表現を重視されるようになる。
　今後、若者と私達との価値観の違いや考え方の違いは大きくなる一方だと思う。いかに私たちが若者の声を聴きながら理解していくことが大切だと思う。

	座長
	　教育現場の指導方針が変わってきているとのことであった。それを踏まえたうえで対策として若者の考えを理解する重要性があげられました。
　いま、大学のゼミと益田市の連携事業で市内企業の魅力を伝えるために①発信する情報の中身②情報の発信のしかた③ウェブサイト以外の方法という３つの方向で考えている。そのなかで「若者と地元企業との出会いをいかに作るか」ということがポイントになるのではないかと議論している。

	岡﨑委員
	企業として採用面で厳しい現実に直面している。また、採用した社員をどう育てるかも難しい。社員がどんな会社にしていきたいかという明確なビジョンをもって、社員が発言できるような会社を作らないといけない。
自社の話になると一番困っているのは飲食店のこと。朝が早かったり、夜遅かったりするなかで人材をいかに定着させるかが課題。

	座長
	　職場内環境や経営者との相互理解が大切で、社内分析アンケートなどへの支援ができるのではないかと思う。

	岩本委員
	　高校生の有償インターンが良いと思う。以前と比べて高卒者の社会的未熟さを感じるようになっていて、大卒者との差も大きい。そういったことから入社後にあきらめてしまったり、辞めてしまったりすることが多い。
　入社までに社会との関わりや大人との関わりを勉強しながら、経験値とともにバイト代ももらえるなら社会に出る準備として有効だと思う。
　研修実施については社員の育成・定着のためであれば非常に大事だと思う。従業員満足度の向上につながるとなお良いと思う。

	座長
	　県立大学でも長期インターンシップを推進しており、2社に協力いただいて有償インターンが実施されている。大学では多くの事例があるのでそれを高校まで落とし込めば高校生の有償インターンの参考になるのではないかと思う。
　社内満足度調査に関して、様々な表彰企業の多くはすでに実行している。社内の声を職場環境に反映した結果が表彰に繋がっているともいえる。

	稲岡委員
	　今回事務局が出したアイディアはこれまでの意見が良く反映されていた。その中でもすでに益田市が取り組んでいるようなこともあるのでその内容について委員に意見をもらう方向性もよいと思う。

	座長
	　事務局から１５個のアイディアを頂き、議論してきた。すべてを細かく考えることはできないので、委員から多くの意見が出たところを重点的に話し合っていく必要があると思う。事務局には県の政策も押さえて、次回の資料を作成してもらいたい。


